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JSG ニュースレター
<Tax>

財政部が「外国籍特定専⾨⼈材の
所得税減免弁法」の改正を予告

クライアント各位
拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

「外国籍専⾨⼈材の招聘と雇⽤法（中国語︓外國專業⼈才延攬及僱⽤法）」
の改正草案が⽴法院を正式通過したことを受けて、財政部は先⽇「外国籍特定専⾨
⼈材の所得税減免弁法」（中国語︓外國特定專業⼈才減免所得稅辦法）を改
正することを予告しました。改正の主なポイントは、以下のとおりです。

１. ⾦融、法律、建築設計、国防分野および主管機関が関連の中央⽬的事業機関
と協議のうえ認定した特殊技能分野の専⾨⼈材について、申請適⽤することがで
きる条⽂を追加（改正条⽂第 2条）。

２. 専⾨業務に従事する許可申請の必要がない外国籍特定専⾨⼈材（例えば、各
種⾏政機関およびそれに属する学術研究機関または機構からの招聘を受けて顧
問または研究業務に従事する者、および公⽴または設⽴登記済みの私⽴⼤学に
おける講座、学術研究についての招聘を受け、教育部の認可を受けた者）は、中
央⽬的事業主管機関に対して特殊技能の認定申請を⾏い、証明⽂書を取得
し、かつ各規定に該当する場合、特殊技能労働許可または就業ゴールドカードの
代わりに関連証明⽂書（以下参照）による適⽤申請が可能となる条⽂を新設
（改正条⽂第 3条および第 5条）。

（1） 中央⽬的事業主管機関が第 2条に基づき、特殊技能を認定し、発⾏し
た証明⽂書

（2） 認定された特殊技能に関連する専⾨業務に係る雇⽤契約またはその他
証明に資する⽂書



3. 租税優遇措置適⽤期限を現⾏の 3 年から 5 年に延⻑。また、5 年以内であれ
ば 3年の適⽤の繰延を可能とする規定を廃⽌（改正条⽂第 4条）。

本改正草案は、予告期間を 60⽇とし、各界の意⾒を集めるものとする。

勤業衆信の⾒解
現段階では、世界から網羅的により多くの優秀な国際専⾨⼈材を誘致すること

を⽬的としており、今回の改正では、優秀な国際専⾨⼈材に台湾に⻑期滞在して
もらうため、適⽤業務の拡⼤および租税権益の最適化を図っています。このほか、
現⾏の条⽂では、租税優遇措置が適⽤できる3年の中で、台湾滞在⽇数が183
⽇未満または給与所得が 300 万元を超えない等の状況に該当する場合、適⽤
期間の繰延（5 年を限度とする。即ち 5 年内に 3 年の優遇を適⽤）が可能でし
たが、今般の改正で、当該繰延適⽤の規定が廃⽌されました。当該改正により、
海外を⾶び回る優秀な国際的専⾨⼈材が 5 年の租税優遇措置をフルに活⽤で
きるとは限らなくなります。今後、多国籍企業は台湾への⼈員の派遣期間につい
て、当改正結果も視野に⼊れることが望まれます。

過去のニュースレターはこちら

台湾 JSGのホームページはこちら
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⽇商組新聞稿
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財政部預告修正

「外國特定專業⼈才減免所得稅辦法」

因應立法院三讀通過「外國專業⼈才延攬及僱⽤法」之修正，財政部近⽇預
告修正「外國特定專業⼈才減免所得稅辦法」，修正重點說明如下：

1. 增列⾦融、法律、建築設計、國防或經主管機關會商相關中央⽬的事業
主管機關認定具有特殊專⻑之領域者得以申請適⽤(修正條文第 2 條)

2. 新增從事專業⼯作不須申請許可之外國特定專業⼈才（例如受各級政府
及其所屬學術研究機關或機構聘請擔任顧問或研究⼯作，以及受聘僱於
公立或已立案之私立⼤學進⾏講座、學術研究經教育部認可）經向中央
⽬的事業主管機關申請認定具有特殊專⻑並取得證明文件，且符合各款
規定者，得以相關證明文件（臚列如下）替代特專⼯作許可或就業⾦卡
申請適⽤(修正條文第 3 條及第 5 條)
(1)中央⽬的事業主管機關核發依第⼆條認定具有特殊專⻑之證明文件
(2)從事與其經認定之特殊專⻑相關之專業⼯作聘僱合約或其他⾜資證明
之文件

3. 將租稅優惠適⽤年限⾃三年延⻑為五年，另刪除得遞延於五年內適⽤三
年之規定(修正條文第 4 條)

本草案將進⾏為期 60 天的預告期，以蒐集各界意⾒。



勤業眾信觀點
現階段為網羅更多國際優秀專業⼈才來台，本次修法擴⼤適⽤領域及優化
租稅權益以提⾼國際優秀專業⼈才之來台及⻑期留台意願。另外，現⾏條
文准予在租稅優惠適⽤年數三年中，如有未在台居留滿 183 ⽇或薪資所得
未超過 300 萬元等情況，得以遞延留⽤期間（以五年為限；即五年內⽤完
三年優惠）。最後，此次修正取消時序遞延留⽤規定，此修正可能導致跨
國移動較頻繁之國際優秀專業⼈才不⼀定有機會能全數適⽤五年之租稅優
惠，跨國企業在派員來台之外派期間未來也宜考量此修法之結果。

⽇商組新聞稿之歷史消息請點這

⽇商組官⽅網站請點這
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